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諮問庁：経済産業大臣 

諮問日：令和４年１１月２８日（令和４年（行情）諮問第６７７号） 

答申日：令和５年１０月２日（令和５年度（行情）答申第３５３号） 

事件名：「日本企業のサプライチェーンにおける人権に関する取組状況のアン

ケート調査」における自由記述回答の内容が記された文書の不開示

決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の２に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）につき，その

全部を不開示とした決定について，諮問庁がなお不開示とすべきとしてい

る部分は，不開示とすることが妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，令和４年８月１５日付け２０２２０６

２０公開経第２号により経済産業大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」と

いう。）が行った不開示決定（以下「原処分」という。）について，本件

対象文書の開示を求める。 

２ 審査請求の理由 

  審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書による

と，おおむね以下のとおりである。 

（１）審査請求書（添付資料は省略する。） 

ア 行政文書開示決定等通知書において，不開示とした理由では，

「本件アンケート調査の調査結果は個社が特定されない形で加工・

集計した上で公表するとの前提で実施したものであり，各法人等か

ら公にしないとの条件で任意に提供されたものであって」と記され

ている。この記述の根拠と考えられる記述は下記のとおりである。 

（ア）「調査結果は，個社が特定されない形で加工・集計した上で，

公表する予定です。」（経済産業省通商政策局ビジネス・人権政策

調整室／外務省総合外交政策局人権人道課「日本企業のサプライチ

ェーンにおける人権に関する取組状況のアンケート調査」へのご協

力のお願い」（令和３年９月３日）） 

（イ）「本調査を通じて得られた回答記入者の氏名，企業名・部署名，

連絡先等の個人情報，及び，本調査を通じて得られた個社の回答内

容につきましては，経済産業省，外務省，委託事業者にのみ共有さ
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れ，行動計画策定後の日本企業の取組状況を把握するという本調査

の目的以外には利用いたしません。また，漏洩等の事故が起きない

よう厳格に情報管理いたします。」（「アンケートの回答方法・期

限について」） 

（ウ）「調査結果は，個社の特定に繋がらないよう必要な加工を行っ

た上で，「ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省

庁連絡会識」をはじめとする日本政府の会議等での対外説明・公表

や，経済産業省等が企画する政策等の基礎資料として利用すること

を予定しております。」（「アンケートの回答方法・期限につい

て」） 

（エ）「なお，調査結果は集計値の形でのみ利用し，個人情報，ご回

答内容が外部に公開されることはありません。」（アンケート調査

票末尾の記載） 

経済産業省は，令和３年１１月３０日，本件アンケート調査の選択

回答部分の結果の一部をウェブサイト上で公表した。しかし，自由

記述回答においても，個社名等の個社の特定につながるような情報

を適切にマスキングする等して加工すれば，個社の特定につながる

ことはない。その場合，回答した当該企業には自社の回答であるこ

とが推認される可能性はあるが，当該回答企業以外の第三者が個社

の特定を行うことは不可能である。アンケート調査票末尾の記載で

ある「集計値の形でのみ利用し」についても，上記のように適切に

マスキング等した上で自由記述回答内容を調査結果として公表し，

その上で，それらを適宜カテゴライズするなどして集計値の形で利

用すれば，「個人情報，ご回答内容が外部に公開される」ことには

ならない。 

したがって，自由記述回答の内容が記された本件対象文書のすべて

を不開示とした処分は違法である。 

イ 行政文書開示決定等通知書において，不開示とした理由では，

「法人等における通例として公にしないこととされているもの等」

に該当すると記されているが，その根拠が示されていない。法５条

２号ロの規定は，法人等又は個人の属する業界等における通常の取

り扱いを勘案した場合でも「当該情報の性質，当時の状況等に照ら

して合理的であると認められる」場合を除き，当該行政文書を開示

しなければならない旨を示している。しかし，そもそも本件の場合，

上記アに示したように，自由記述回答結果についても，適切にマス

キングするなどして個社が特定されないように加工した上で，他の

選択回答結果とともに公開されると解するのが通常である。 

さらに，「法人等又は個人における通例として公にしないことと
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されているもの等」の「等」は法５条２号ロにいう「その他の当該条

件」に該当すると考えられるが，本件アンケート調査は，日本政府が

２０２０年１０月に策定した『「ビジネスと人権」に関する行動計画

（２０２０－２０２５）』のフォローアップの一環として実施された

ものであるところ，同行動計画については，その正当性と有効性を担

保するために，策定及び改定につながる実施のプロセスすべてにおい

て，透明性及び包摂性（関係するステークホルダーとの協議）が国連

からも強く求められている。そのためには，可能な限り情報を公開し，

透明性を確保して包摂的な議論に資することが求められる。したがっ

て，「その他の当該条件」を理由に自由記述回答結果のすべてを不開

示とすることは，「当該情報の性質，当時の状況等に照らして合理的

であると認められるもの」ではない。可能な限り透明性を確保する努

力が経済産業省にも求められており，適切なマスキング等の工夫をす

ることなく，安易に自由記述回答結果のすべてを非公開とし，「経済

産業省，外務省，委託事業者にのみ共有」することに合理性はなく，

逆に，経済産業省の事務又は事業の「適正な遂行」（法５条６号）の

支障となっている。 

したがって，自由記述回答の内容が記された本件対象文書のすべてを

不開示とした処分は違法である。 

ウ 行政文書開示決定等通知書において，不開示とした理由では，「経

済産業省の事務又は事業に関係する様々な事業者から，適宜に幅広く情

報収集を行うことが困難となり，経済産業省の事務又は事業の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれ」があることを挙げている。しかし，その原因

として「当該文書を経済産業省が公にすることにより，今後の同種のア

ンケート調査に協力を得られなくなる，又は，経済産業省に情報提供を

しようという事業者が，提供した資料が公になることをおそれるあまり，

情報提供をすることをためらうおそれがある」と説明している。しかし，

原因とされている「おそれ」はいずれも具体的な根拠のない憶測にすぎ

ず，法的保護に値する蓋然性はない。さらに，上記アで述べたように，

適切にマスキングするなどして加工すれば回答した事業者を第三者が特

定できないことは明らかである以上，そもそも原因とする根拠がない。 

 また，今後の取組を真摯に模索している事業者にとっては，他社がど

のように考え，どのように回答しているかは，むしろ積極的に知りたい

内容であると考えられる。その意味で，不開示とされた内容は公益性の

高い情報であり，開示することによってもたらされる社会全体の利益と，

開示することにより生じるとされる「支障」とを適切に比較衡量すれば，

利益が支障を上回ることは明らかである。 

 したがって，自由記述回答の内容が記された本件対象文書のすべてを
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不開示とした処分は違法である。 

（２）意見書（添付資料は省略する。） 

審査請求書のウで述べた「また，今後の取組を真摯に模索している事業

者にとっては，他社がどのように考え，どのように回答しているかは，む

しろ積極的に知りたい内容であると考えられる。その意味で，不開示とさ

れた内容は公益性の高い情報であり，開示することによってもたらされる

社会全体の利益と，開示することにより生じるとされる「支障」とを適切

に比較衡量すれば，利益が支障を上回ることは明らかである。」について，

補足的に意見を述べる。 

不開示とする処分がなされた本件アンケート調査の自由記述回答を求め

る設問は下記の２つである。 

ア 設問８「人権方針策定に向けては，国際的な基準に準拠しているこ

とが求められますが，その際の課題あるいはその他何かコメントがあれ

ば自由にご記入ください。 

国際的な基準：国際人権規約，国際ビジネスと人権に関する指導原

則，ＩＬＯ基本８条約，ＩＬＯ宣言（労働における基本的原則及び権利

に関するＩＬＯ宣言），ＩＬＯ多国籍企業宣言（多国籍企業及び社会政

策に関する原則の三者宣言），ＯＥＣＤ多国籍企業行動指針，国連グロ

ーバルコンパクト，など」 

イ 設問５６「その他政府への要望があれば自由にご記入ください。」 

この二つの設問のうち設問５６については，その前の設問５５で，比較

的詳細な２６項目からの複数選択回答を求めており，この回答については

一定のクロス集計結果も含めすでに経済産業省ウェブサイトで公開されて

いる。したがって，概ねの「政府への要望」は知ることができる。一方，

設問８については，企業が抱える「課題」等について，設問５５のような

選択式の設問がなく，おおよその傾向さえ知ることができない。したがっ

て，設問８に焦点を当てて，開示がなぜ必要かを述べる。 

国連「ビジネスと人権に関する指導原則」（以下「指導原則」とい

う。）は，原則１２で以下のように「国際的に認められた人権」（設問８

でいう「国際的な基準」の最も基本となるもの）に依拠することを求めて

いる。 

指導原則１２ 

人権を尊重する企業の責任は，国際的に認められた人権に拠ってい

るが，それは，最低限，国際人権章典で表明されたもの及び労働にお

ける基本的原則及び権利に関する国際労働機関宣言で挙げられた基本

的権利に関する原則と理解される。 

 （解説） 

  企業は，国際的に認められた人権全般に実際上影響を与える可能性が
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あるので，その尊重責任はそのような権利すべてに適用される。特に，

人権の中には，他のものに比べ，特定の産業や状況のなかでより大きい

リスクにさらされる可能性のあるものがあり，そのために特に注意が向

けられる対象となる。しかしながら，状況は変化することがあり，あら

ゆる人権が定期的なレビューの対象とされるべきである。 

国際的に認められた主要な人権の権威あるリストは，国際人権章典

（世界人権宣言，及びこれを条約化した主要文書である市民的及び政治

的権利に関する国際規約ならびに経済的，社会的及び文化的権利に関す

る国際規約）とともに，労働における基本的原則及び権利に関する宣言

に挙げられたＩＬＯ中核８条約上の基本権に関する原則にある。これら

は，企業の人権に対する影響を他の社会的アクターが評価する際の基準

である。企業が人権を尊重する責任は，関連する法域において国内法の

規定により主に定義されている法的責任や執行の問題とは区別される。 

状況に応じて，企業は追加的な基準を考える必要があるかもしれない。

例えば，企業は，特別な配慮を必要とする特定の集団や民族に属する個

人の人権に負の影響を与える可能性がある場合，彼らの人権を尊重すべ

きである。この関係で，国際連合文書は先住民族，女性，民族的または

種族的，宗教的，言語的少数者，子ども，障がい者，及び移住労働者と

その家族の権利を一層明確にしている。さらに，武力紛争状況では，企

業は国際人道法の基準を尊重すべきである。 

ここでいう「人権を尊重する企業の責任」には，設問８で直接尋ね

られている「人権方針の策定」はもとより，指導原則が求める「人権

デュー・ディリジェンスの実施」，「救済へのアクセスの確保」に関

しても当然ながら含まれ，企業が指導原則に基づいて「ビジネスと人

権」の課題に取り組むあらゆる段階で求められる重要な要素となって

いる。しかしながら，「人権」についての共通理解に乏しい日本企業

において，こうした「国際的に認められた人権」に基づいた取組を行

うことは容易ではない。どうすれば国際的な基準に基づいていること

になるのか，担当者は理解していてもそれを社内でどう説明すればい

いのかといった「課題」を多くの企業が抱えているのが現状である。

人権方針等で世界人権宣言や国際人権規約等の人権関連文書に言及す

るだけでは，国際的な人権基準に基づいて取り組んでいることにはな

らない。そうした形式だけを整えても，企業は人権尊重責任を十分に

果たすことはできず，企業活動による潜在的な負の影響を防止・軽減

し，実際の負の影響を是正して救済につなげる取組も不十分なままに

なる。また，国の内外において責任ある企業行動がますます求められ

るなか，企業間取引でも，また資本市場でも消費市場でもいずれ排除

されてしまい，企業経営にもマイナスの影響が及ぶ。 
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審査請求人自身の調査研究等でも，こうした課題をいかに解決するか

が重要なテーマの一つになっており，この設問８は重要な意味を持つ。

加えて，真摯に取り組んでいる企業にとっても，設問８は重要な意味を

持つ。 

令和５年１２月，設問８の結果の開示に関して，複数の企業及び企

業団体（５社及び１企業団体）の担当者に電話等でインタビューを行

った。５社はすべて，本件アンケート調査に協力した企業だった。そ

の結果，すべてのケースで「設問８の結果を知りたい」という回答が

あり，母数は少ないが，審査請求書のウで「また，今後の取組を真摯

に模索している事業者にとっては，他社がどのように考え，どのよう

に回答しているかは，むしろ積極的に知りたい内容であると考えられ

る。」と述べていたことが裏付けられた。以下にその概要を記す。 

（ア）「特になし」と答えたが，他社の課題を知るのはすごくメリッ

トがある。（運輸業） 

（イ）人権分野は環境分野のような明確な評価指標が未整備であり，

そうした中で他社が国際基準についてどこまでやればよしとしてい

るか，という視点から結果を知りたい。（食品製造業） 

（ウ）国際的な基準のレベル感がわからないまま手探りで進めており，

同業はじめ他社にどんな悩みがあるか知りたい。（インフラ事業） 

（エ）課題が多すぎる中，自社が見落としていることがないかどうか

知りたい。（ＢｔｏＢ製造業） 

（オ）勉強になるため結果を知りたい。（食品製造業） 

（カ）他社の取組の情報は自社にとっても非常に重要で，自団体でも

情報交流の場を設けている。自社が世の中とどれだけ乖離している

かを知ることは取組を進める上で非常に重要。（企業団体） 

こうして，真摯に取り組もうとしている企業の課題は多く，悩み深い

のも現実である。こうした現状のもと，可能な範囲で（つまり，繰り返

しになるが，個社の特定につながるような情報を適切にマスキング等し

て加工した上で）結果を開示することが，本件アンケート調査の回答に

協力した企業をはじめ，広く企業の取組に資することになると考える。 

    指導原則は，原則３で，「国家の人権保護義務」の一つとして，「人

権をどのように尊重するかについて企業に対し実効的な指導を提供」す

べきであるとし，「人権尊重に関する企業への指導は，結果として何が

期待されているのかを示し，最良の慣行の共有を促進すべきである」と

している。「最良の慣行の共有を促進」するためには，課題に満ちた現

実の中にある企業の経験を共有し，企業自らによる課題の解決に資する

ことも必要であると考える。ここに設問８の結果を共有する意義がある。

数多くの企業の取組に資する設問８の結果の情報は，それ自体すぐれて
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公益性を有し，開示することによってもたらされる，企業を含めた社会

全体の利益は非常に大きいと考える。「ビジネスと人権」に関する認識

が広まり，企業の取組が日本全体としてようやく緒についた現在の状況

において，取組にとって有益な情報を企業にも共有し，企業の協力を得

ながら政策を進めることが政府には求められていると考える。 

    指導原則３ 

     保護する義務を果たすために，国家は次のことを行うべきである。 

ａ．人権尊重し，定期的に法律の適切性を評価し，ギャップがあれ

ばそれに対処することを企業に求めることを目指すか，またはその

ような効果を持つ法律を執行する。 

ｂ．会社法など，企業の設立及び事業活動を規律するその他の法律

及び政策が，企業に対し人権の尊重を強制するのではなく，できる

ようにする。 

ｃ．その事業を通じて人権をどのように尊重するかについて企業に

対し実効的な指導を提供する。 

ｄ．企業の人権への影響について，企業がどのように取組んでいる

かについての情報提供を奨励し，また場合によっては，要求する。 

（解説） 

国家は，企業が常に国家の不作為を好み，または国家の不作為から

利益を得ると推定すべきではなく，企業の人権尊重を助長するため，

国内的及び国際的措置，強制的及び自発的な措置といった措置を上

手に組み合わせることを考えるべきである。 

企業の人権尊重を直接的または間接的に規制する現行法が執行され

ないことは国家慣行上の著しい法的ギャップである。それは，差別

禁止法や労働法から，環境，財産，プライバシー及び腐敗防止に関

する法にまで及ぶ。したがって，国家は，そのような法律が，現在，

実効的に執行されているか，もし執行されていないのであればなぜ

そのような事態に至ったのか，どのような措置をとれば状況がそれ

なりに改善するのかについて考察することが重要である。 

同様に重要なことは，これらの法令は常に進化しつつある状況に照

らして必要な対処ができるか，関連した政策とともにこれらの法令

は，企業の人権尊重に資する環境を作りだしているかについて，国

家が再検討することである。例えば，土地の所有や使用に関連する

権原を含む，土地へのアクセスを規律するような，法令や政策の分

野において明確性をより高めることが，権利保持者と企業の双方を

保護するために，必要となることも多い。 

会社法や証券法など，企業の設立と継続的な事業活動を規律する法

令や政策は，企業の行動に直接的に枠付けをする。しかし，それが
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人権に対してどのような影響を持つかということについては，ほと

んど理解されていないままである。例えば，会社法や証券法におい

て，会社及びその管理職が人権に関して何を求められているのかと

いうことは言うまでもなく，何を許されているかに関しても，明確

な規定はない。この分野の法令や政策は，取締役会など既存の統治

組織の役割に配慮しながら，企業が人権を尊重できるように十分な

指導を提供すべきである。 

人権尊重に関する企業への指導は，結果として何が期待されている

のかを示し，最良の慣行の共有を促進すべきである。そこでは，人

権デュー・ディリジェンスを含む適切な手法や，先住民族，女性，

民族的または種族的少数者，宗教的及び言語的少数者，子ども，障

がい者，及び移住労働者とその家族が直面する具体的な課題を理解

したうえで，ジェンダー，社会的弱者，及び／または排斥問題をい

かに実効的に考慮するかについて助言すべきである。 

パリ原則に基づいた国内人権機関は，関係法令が人権義務に合致し，

実効的に執行されているかどうかについて国家が確認するのを助け，

人権に関する指導を企業や他の非国家アクターにも提供するという，

重要な役割を有している。 

人権への影響にどのように取り組んでいるかについての企業からの

情報提供は，影響を受けるステークホルダーとの非公式なエンゲー

ジメントから公式な報告書による公表まで幅広い。国家がそのよう

な情報提供を奨励し，また場合によっては，要求することは，企業

による人権尊重を促進するために重要である。適切な情報を伝える

ことを促すための方策のひとつに，司法または行政手続の過程でな

される自発的な報告に重きを置く規定がある。情報提供を求めるこ

とは，事業活動の性質または活動状況が人権に対し重大なリスクを

もたらす場合には特にふさわしいであろう。この分野における政策

や法律は，情報へのアクセス可能性及びその内容の正確性双方を確

保することに役立つとともに，企業が何をどのように伝えるべきか

を役に立つように明らかにすることができる。 

どんな情報提供が適切であるかについての規定は，人と施設の安全

や保安，正当な商取引守秘義務，及び企業の規模や構造が同じでな

いことに与えるリスクを考慮すべきである。 

財務報告が触れなければならないのは，人権への影響が，場合によ

っては企業の経済的パフォーマンスに対し「重要」または「顕著」

となることを明示することである。 

     数多くの企業の取り組みに資する設問８の結果の情報は，それ自体

すぐれて公益性を有し，開示することによってもたらされる，企業
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を含めた社会全体の利益は非常に大きいと私は考える。 

「ビジネスと人権」に関する認識が広まり，企業の取り組みが日本全

体としてようやく緒についた現在の状況において，取り組みにとって有

益な情報を企業にも共有し，企業の協力を得ながら政策を進めることが

政府には求められていると考える。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 事案の概要 

（１）審査請求人は，令和４年６月１６日付けで，法４条１項の規定に基づ

き，処分庁に対し，別紙の１に掲げる文書（以下「本件請求文書」とい

う。）の開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行い，処分庁は，

同月２０日付けでこれを受け付けた。 

（２）本件開示請求に対し，処分庁は，法１０条２項の規定に基づき開示決

定等の期限の延長をして，本件請求文書に該当する６文書を特定し，対

象となる当該行政文書の一部について法１３条１項の規定に基づき第三

者に対する意見提出機会の付与を行った上で，令和４年８月１５日付け

２０２００６２０公開経２号をもって，請求対象文書と特定した６文書

のうち本件対象文書を除いた５文書について法９条１項の規定に基づき

法５条１号又は同条２号イに該当する部分を除いて開示する決定をし，

本件対象文書について法９条２項の規定に基づき全部を不開示とする決

定を行った。 

（３）原処分に対し，開示請求者である審査請求人は，行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号）４条１号の規定に基づき，令和４年１０月１日

付けで，諮問庁に対し，処分庁が不開示とした本件対象文書を開示する

ことを求める審査請求（以下「本件審査請求」という。）を行った。 

（４）本件審査請求を受け，諮問庁において，原処分の妥当性につき改めて

慎重に精査したところ，本件審査請求には理由がないと認められたため，

諮問庁による裁決で本件審査請求を棄却することにつき，情報公開・個

人情報保護審査会に諮問するものである。 

 ２ 原処分における処分庁の決定及びその理由 

処分庁は，本件対象文書の全部が法５条２号ロ及び６号の不開示情報に

該当するため，法９条２項の規定に基づき不開示とする原処分を行った。 

原処分において，不開示とした理由は，以下のとおりである。 

本件対象文書は，本件アンケート調査の全結果の元データであって，本

件アンケート調査の調査結果は個社が特定されない形で加工・集計した上

で公表するとの前提で実施したものであり，各法人等から公にしないとの

条件で任意に提供されたものであって，法人等における通例として公にし

ないこととされているもの等であり，法５条２号ロに該当する。また，当

該前提のもとで実施した本件アンケート調査の全結果の元データである当
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該文書を経済産業省が公にすることにより，今後の同種のアンケート調査

に協力が得られなくなる，又は，経済産業省に情報提供をしようという事

業者が，提供した資料が公になることをおそれるあまり，情報提供をする

ことをためらうなどのおそれがある。その結果，経済産業省の事務又は事

業に関係する様々な事業者から，適宜に幅広く情報収集を行うことが困難

となり，経済産業省の事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

あり，法５条６号に該当する。以上により，本件対象文書は，不開示とし

た。 

３ 審査請求人の主張についての検討 

（１）審査請求人は，処分庁が，原処分で全部が法５条２号ロ及び６号の不

開示情報に該当するため不開示とした本件対象文書を開示することを求

めているので，以下，本件対象文書の法５条２ロ及び６号の不開示情報

該当性について，具体的に検討する。 

（２）本件対象文書は，本件アンケート調査の実施業務の委託先が，調査対

象先の各法人等から公にしないとの条件で任意に提供された回答が未加

工の状態で記載された一覧表であって，調査結果は個社が特定されない

形で加工・集計し，集計値の形でのみ利用し回答内容は公開しない前提

で実施したものであり，法人等における通例として公にしないこととさ

れていることから，当該文書を経済産業省が公にすることにより，今後

の同種のアンケート調査に協力が得られなくなる，又は，経済産業省に

情報提供をしようという事業者が，提供した資料が公になることをおそ

れるあまり，情報提供することをちゅうちょし，今後の情報収集活動を

行うことが困難となり，経済産業省の事務又は事業の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがあり，その全体が法５条２号ロ及び６号の不開示情報

に該当することから，これを不開示とした原処分は妥当である。 

４ 結論 

以上により，本件審査請求については何ら理由がなく，原処分の正当性

を覆すものではない。 

したがって，本件審査請求については，棄却することとしたい。 

 ５ 補充理由説明書 

   原処分において，本件対象文書に記載された情報の全てが法５条２号ロ

及び６号に該当するとして不開示としたが，審査請求人の意見書等も含め

改めて検討した結果，回答企業の特定につながる情報が記載された部分及

び回答企業に属する個人の氏名が記載された部分を除き，開示することと

する。また，本件対象文書の一部を開示することに伴い，不開示理由を法

５条１号及び６号に変更する。 

   不開示を維持する具体的な部分は別表のとおりである。 

別表の通番１に掲げる部分は，回答企業の特定につながる情報が記載さ
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れており，これを公にすると，回答企業を特定されない形で調査結果を公

表するとした調査条件に反することになるため，法５条６号に該当する。 

別表の通番２に掲げる部分は，これを公にすると，新たに開示する部分

や他の公開情報と突合することにより，回答企業を容易に推察・特定する

ことができるため，通番１に掲げる部分と同様に法５条６号に該当する。 

別表の通番３に掲げる部分は，これを公にすると，特定の個人を識別す

ることができるため，法５条１号に該当する。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 令和４年１１月２８日  諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年１２月２日     審議 

   ④ 令和５年１月６日    審査請求人から意見書を収受 

   ⑤ 同年８月３日      本件対象文書の見分及び審議 

   ⑥ 同月２４日       諮問庁から補充理由説明書を収受 

   ⑦ 同年９月２７日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

  本件対象文書は，別紙の２に掲げる文書である。 

処分庁は，本件対象文書の全部が法５条２号ロ及び６号に該当するとし

て不開示とする原処分を行ったところ，審査請求人は，不開示部分の開示

を求めている。諮問庁は，不開示部分のうち一部を開示することとするが，

補充理由説明書別表（以下「別表」という。）に掲げる不開示部分（以下

「不開示維持部分」という。）については，同条１号及び６号に該当する

として，原処分妥当としている。そこで，以下，本件対象文書の見分結果

に基づき，不開示維持部分の不開示情報該当性について検討する。 

 ２ 不開示維持部分の不開示情報該当性について 

（１）不開示維持部分を不開示としたことについて，当審査会事務局職員を

して諮問庁に確認させたところ，諮問庁から次のとおり説明があった。 

  ア 日本政府は，責任ある企業活動の促進を図ることにより，国際社会

を含む社会全体の人権の保護・促進に貢献し，日本企業の信頼・評価

を高め，国際的な競争力及び持続可能性の確保・向上に寄与すること

を目的とし『「ビジネスと人権」に関する行動計画』を令和２年１０

月に策定した。経済産業省は，外務省とともに当該行動計画策定後の

日本企業のサプライチェーンにおける人権に関する取組状況について

の実態把握を目的として，アンケート調査を実施した。本件対象文書

は，当該アンケート調査に回答した企業（以下「回答企業」とい

う。）ごとに，各設問に対する回答内容，回答企業の属性及び回答の
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整理に係る情報等を横一覧に表形式で記載した文書である。 

  イ 当該アンケート調査の実施に当たり，アンケート送付企業担当者に

対しては，当該アンケート調査を通じて得られた回答記入者の氏名，

企業名，連絡先等の個人情報及び個社の回答内容については，経済産

業省・外務省・委託事業者にのみ共有され，当該アンケート調査の目

的以外には利用しない旨及び当該アンケート調査の結果は，個社が特

定されない形で加工・集計した上で公表する旨，説明している。 

当該アンケート調査結果は，「令和３年度内外一体の経済成長戦略

構築にかかる国際経済調査事業（日本企業のサプライチェーンにお

ける人権に関する取組状況及び今後の対応に関する調査）調査報告

書」として取りまとめ，公表している。当該アンケート調査実施時

の説明を踏まえ，当該調査報告書には，個社が特定される回答内容

は掲載していない。 

   ウ 別表の通番１に掲げる部分は，回答企業が識別できる情報が記載さ

れており，これを公にした場合，回答企業が特定され，回答企業を

特定されない形で調査結果を公表するとした調査条件に反すること

になり，今後，同様の調査を行うこととなった場合に，調査への協

力が得られず，適正な調査が期待できなくなる結果，今後の調査事

務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 

  エ 別表の通番２に掲げる部分は，これを公にした場合，他の公表され

ている各種会社情報と組み合わせることにより，回答企業を特定する

ことが容易となる。このため，当該部分については，これを公にした

場合，回答企業が特定され，回答企業を特定されない形で調査結果を

公表するとした調査条件に反することになり，今後，同様の調査を行

うこととなった場合に，調査への協力が得られず，適正な調査が期待

できなくなる結果，今後の調査事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがある。 

  オ 別表の通番３に掲げる部分は，公表慣行のない個人に関する情報で

あって，特定の個人を識別することができるものである。また，当該

部分を公にした場合，回答企業との信頼関係が失われ，今後，同様の

調査を行うこととなった場合に，調査への協力が得られず，適正な調

査が期待できなくなる結果，今後の調査事務の適正な遂行に支障を及

ぼすおそれがある。 

（２）以上を踏まえ，以下，検討する。 

ア 当審査会において，本件対象文書を見分したところ，上記（１）

アの諮問庁の説明のとおり，当該文書は，経済産業省による「日本

企業のサプライチェーンにおける人権に関する取組状況のアンケー

ト調査」の回答について，回答企業ごとに一覧できる表形式でまと
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めた文書であると認められる。 

諮問庁から当該アンケート調査に係る協力依頼文書，回答方法や回

答の取扱いについての説明文書，調査票及び「令和３年度内外一体

の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業調査報告書」の提示

を受けて確認したところ，上記（１）イの諮問庁の説明のとおり，

当該アンケート調査に当たり，調査結果は個社の特定につながらな

いよう加工した上で公表する旨説明していること及び当該調査報告

書に個社が特定される情報の記載がないことが認められる。 

イ 諮問庁から別表の通番ごとに不開示維持部分を示した部分開示案の

提示を受け，本件対象文書の不開示維持部分に該当する部分と比較し

て確認したところ，別表の通番１に掲げる部分には，回答企業に係る

社名，証券コード及び連絡先並びに記述式回答のうちの一部の固有名

詞及びＵＲＬ等が記載されていると認められる。また，別表の通番２

に掲げる部分には，回答企業に係る従業員数規模及び売上高規模が記

載されていると認められる。回答企業に係る当該部分を公にすると，

当該アンケート調査に当たり個社の特定につながらないようにする旨

の説明を違えることになり，回答企業との信頼関係が崩壊し，今後同

様の調査への協力を得ることが困難となるおそれがあるとの上記

（１）ウ及びエの諮問庁の説明は否定し難い。 

したがって，当該部分は，これを公にすると，今後の事務の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められることから，法５条６

号柱書きに該当し，不開示とすることが妥当である。 

ウ また，上記イと同様の方法で確認したところ，別表の通番３に掲げ

る部分には，回答企業に所属する個人の氏名が記載されていると認め

られる。当該部分は，法５条１号本文前段に規定する個人に関する情

報であって，特定の個人を識別することができるものに該当し，同号

ただし書イないしハに該当する事情は認められない。また，当該部分

は，個人識別部分に該当すると認められることから，法６条２項によ

る部分開示の余地はない。 

したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，不開示とすること

が妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

４ 付言 

本件対象文書の全てを全部不開示とする原処分は，不開示部分，不開示

理由についての検討が不十分であったことは明らかである。 

今後，開示請求がされた場合，その開示・不開示の判断に当たり，法５
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条の各号に掲げる不開示情報を除き，開示すべきであるという情報公開制

度の趣旨に鑑み，適切に判断することが望まれる。 

 ５ 本件一部開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件対象文書につき，その全部を法５条２号ロ及び６

号に該当するとして不開示とした決定については，諮問庁が同条１号及び

６号に該当するとしてなお不開示とすべきとしている部分は，同条１号及

び６号柱書きに該当すると認められるので，不開示とすることが妥当であ

ると判断した。 

（第２部会） 

  委員 白井玲子，委員 太田匡彦，委員 佐藤郁美 
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別紙 

 

１ 本件請求文書 

令和３年９月３日から実施された「日本企業のサプライチェーンにおける人

権に関する取組状況のアンケート」に関連する以下①ないし⑤の文書 

文書１ 本アンケート調査の質問票 

文書２ 本アンケート調査の全質問項目への回答の単純集計値がわかる文書 

文書３ 本アンケート調査の実施業務の委託先から経済産業省への報告のう

ち，自由記述回答の内容が記された文書 

文書４ 本アンケート調査を企業に依頼した際の依頼文書 

文書５ 本アンケート調査の実施に関する業務委託契約書及び仕様書 

 

２ 本件対象文書 

 日本企業のサプライチェーンにおける人権に関する取組状況のアンケート調

査の実施業務の委託先から経済産業省への報告のうち，自由記述回答の内容が

記された文書 

 

補充理由説明書別表 

通番 不開示維持部分 

１ 回答企業の社名，証券コード，電話番号・メールアドレス等の連絡

先及び記述式回答のうち回答企業の特定につながる固有名詞やＵＲ

Ｌ等の記載がある部分 

２ 従業員数規模及び売上高規模の記載がある部分 

３ 回答企業の担当者の氏名が記載されている部分 

 

 

 


